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こんにちは｡ 大槻と申します｡ よろしくお願い致します｡
1．はじめに
今回､ 会社と社会の関わりを考えるということで､ 違法行為をした会社に対する法的な
措置に焦点を当てているわけですが､ 私の場合には特に独占禁止法という法律から､ それ
に違反した会社に対してどのような法的措置が用意されているかを､ 見ていきたいと思い
ます｡ 独占禁止法は､ 正式には私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律という名
称でして､ ちょっと長いので､ 略して独占禁止法､ 或いは独禁法と呼んでおります｡
独占禁止法に違反する行為というのもいろいろあるのですけれども､ 今日は違反行為の
中でも入札談合と価格カルテルを取り上げます｡ 入札談合や価格カルテルをした会社
独禁法では事業者というのですが､ 殆どの場合にはやはり大手の会社です (建設会社では
それほど大きくないところもあるのですが) に対して､ どのような法的措置が取られ
るか､ という話を致します｡
独占禁止法というのは､ 簡単にいうと､ 市場における競争を促進するための法律です｡
基本的には自由競争経済 日本は自由競争経済でして､ その中で会社 (事業者) は自由
に競争出来る仕組みになっている訳ですが の市場においては､ 競争によって良い影響
が出ることが期待されています｡ 競争を妨げる行為を取り除くことによって競争秩序を維
持する｡ そういう目的を持つのが独占禁止法です｡ 競争を妨げ､ 制限する行為として代表
的なものが入札談合と価格カルテルです｡ 入札談合や価格カルテルは､ しばしば新聞など
でも取り上げられますので､ ご存じの方もいらっしゃるでしょうが､ それらがどのような
行為なのかを説明するところから始めたいと思います｡
2．入札談合とは
入札談合についてご説明致します｡ まず入札ということから｡ 入札とは､ 主として行政
機関が公共工事を発注したり､ 物品を購入したりする時に使うものです｡ 入札という仕組
みで事業者を競争させて､ 工事などを出来るだけ安い金額で出来るようにする制度です｡
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独禁法でも､ 公共工事の入札談合事件が多いので､ 公共工事を例にとって説明しましょう｡
どこかの道路工事の入札を考えます｡ 自治体が或る道路の一定区間の工事をする時に､ 自
治体が自分でやるわけではないですから､ 工事業者に発注します｡ ではどの工事業者に発
注するか｡ それを決める時に入札を使うのです｡
道路工事を請け負いたい建設業者が 4社集まったとしましょう｡ この 4社の中からどう
やって決めるかというと､ 一番安い価格で道路工事をすると言った業者に､ その工事を発
注するわけです｡ 入札のやり方として最も古典的なのは､ 例えば東京都なら東京都の入札
会場というのがあって､ そこに選挙の投票箱のような ｢入札箱｣ が置いてあります｡ そこ
に入札参加業者がいくらで工事をやるかという金額を書いた紙を入れていきます｡ 当然､
その金額は誰にも分からないようにしなくてはなりません｡ 例えばA社がいくらと書いた
かが他の業者に知られてしまうと､ 他の業者はそれよりも安い金額を書きますから､ A社
は落札出来なくなってしまいます｡ そうやって 4社が入札価格を書いた紙を入れていって､
例えばA社が4500万円､ B社が4200万円､ C社が4000万円､ D社が4300万円となったとしま
しょう｡ 自治体の職員が入札箱の中を調べて､ その結果､ 一番安い金額を書いたC社が落
札ということになります｡ 仕組みとしては､ こういうことです｡ ただ実は､ 金額はいくら
でもいいのではなくて､ 上限価格というのがあります｡ 自治体とか国とかには予算の制限
がありますし､ その工事の妥当な金額というのも自ずからありますので､ 落札金額の上限
が定められています｡ これが予定価格と言われるものです｡ 例えば予定価格3900万円と設
定したとします｡ 予定価格を予め公表している場合もありますが､ 公表していない場合も
あります｡ 公表しない場合ですと､ 各業者はそれを知らないままで金額を書くことになり
ます｡ そうしますと､ 上の例ですと一番安いC社も予定価格3900万円を超えているので､
誰も落札出来ないということです｡ 入札のやり直しになります｡ 予定価格が5000万円だっ
たならば､ C社が落札です｡ それから､ 下限の価格を決めていることもあります｡ 基本的
には､ 公共工事の価格は安い方が節約になっていいのですが､ 余りに安すぎると今度は不
良の工事をしてしまうおそれがある｡ それで下限を設定する場合もあるのです｡ また､ 下
限を決めずに低入札価格調査制度を設けている場合もあります｡ 一番低い金額を付けた会
社の金額が余りにも低すぎるのではないかと思われる場合には､ 本当にその金額で充分な
工事が出来るのかどうかを調査する｡ それで充分大丈夫だとなった時には初めて落札とな
る｡ これが低入札価格調査制度というものです｡
このように､ 入札制度は事業者間で競争をさせる制度ですから､ ここで競争を妨げるよ
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うな行為をした場合には独占禁止法違反になるわけです｡ その談合というのはどうやるか
といいますと ､ 先に挙げたのと同じ例を使いましょう｡ 道路工事を請け負いたい建設
業者が 4社集まったとします｡ さっきのように競争をすると､ 落札するためには他の業者
より安い金額を書かなくてはいけないため､ 当然､ 落札価格が下がっていく｡ 通常は或る
程度利益が出る金額を書かないと意味がないのですけれども､ それでもかなり利益を絞ら
なければならなくなる｡ 建設業者としては､ 利益を上げるために競争を避けようとするわ
けです｡ そこで､ この例でいくと 4 社間で話し合いをします｡ 設定として､ 予定価格を
5000万円とします｡ 予定価格が公表されていない場合には何等かの手段を使って聞き出す｡
入札担当者からこっそり聞き出すとか､ いろいろあるようですが ｡ この場合､ 談合を
どうやるかというと､ まず受注予定者を決めます｡ 道路工事はいろいろあるでしょうから､
他の会社は別の機会に回すことにして､ 今回はC社に落札・受注させよう､ というふうに
します｡ 次に､ C社がいくらで入札するかを決めます｡ その際､ 出来るだけ大きな利益
を上げたいわけですから､ 予定価格ぎりぎりのところの入札価格､ 例えば4950万円を､ ま
ずC社が設定します｡ 入札の時にC社が落札できればいいのですから､ 残りの 3 社はこの
4950万円よりも高い金額､ 例えばA社が4960万円､ B社が4970万円､ D社が4980万円を書
いて出します｡ これで入札すれば､ 一番安い金額を書いたC社が予定通り落札して､ 工事
を受注することが出来ます｡ 入札談合は 1回の入札だけでは成り立ちません｡ この 1回の
入札で利益を得たのはC社だけです｡ これだけだと他の会社が協力するわけがないのです
が､ 例えば東京都の道路工事であれば 1年に何回もいろいろなところで行われるので､ そ
の入札ごとにそれぞれ受注予定者を変えていきます｡ そしてそれぞれが順番に受注予定者
になって､ 全社が利益を得るようにする｡ こういう仕組みです｡ このように申し合わせす
ることによって入札の競争を止め､ 大きな利益を得るというのが入札談合です｡
３．価格カルテルとは
次に価格カルテルです｡ 価格カルテルは入札談合よりもう少し単純です｡ ガソリンスタ
ンドを経営している石油小売業者の価格カルテルというのを考えます｡ ガソリン､ とりわ
けレギュラーガソリンは製品の品質の差が殆どないので､ 厳しい価格競争になるのですけ
れども､ そういう競争を避けるためにガソリンスタンドを経営している石油小売業者が申
し合わせて､ 例えばガソリン 1当たり150円にしようとするわけです｡ 今の市場価格が
どの程度か知らないのですが､ 仮に現在､ 東京都の多くのガソリンスタンドにおいて 1
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当たり140円前後で販売されているとすると､ ｢ではもう少し価格を上げて 1当たり150
円で売ることにしよう｣ と申し合わせて価格を釣り上げる｡ これが価格カルテルです｡
4．条文では
独占禁止法違反の事件としては､ 入札談合と価格カルテルがその殆どを占めます｡ ちょっ
と条文を見ておきましょう｡ 入札談合や価格カルテルに対する独占禁止法の条文はどうい
うものかといいますと､ まず 2 条 6 項というのがあります｡ ｢不当な取引制限｣ という違
法行為の定義がそこに書いてあります｡ まずこれは複数の事業者が一緒にする行為 法
律上は ｢事業者が他の事業者と共同して｣ という書き方になっていますが です｡ 入札
談合も価格カルテルもそうです｡ そして ｢相互にその事業活動を拘束｣ する､ つまり価格
カルテルの場合では ｢自分も150円で売るから､ そちらも150円で売ってくれ｣ というふう
に､ 相手の事業活動を拘束する行為です｡ ｢一定の取引分野｣ さっきのガソリンの場
合でいえば､ 例えば東京都のガソリンの小売分野になりますが ､ そこにおける ｢競争
を実質的に制限すること｣｡ それが ｢不当な取引制限｣ です｡ 価格カルテルはガソリンの
価格競争を制限し､ 入札談合は入札における受注競争を制限しますから､ どちらも競争を
実質的に制限したということになります｡ 実は､ 競争の実質的制限に関しては､ もう少し
詳しく説明が必要ですが､ 大雑把には以上のようなことです｡ 要するに､ 入札談合とか価
格カルテルとかは､ この独禁法 2条 6項の ｢不当な取引制限｣ に当たる行為なのです｡ そ
うなりますと､ 同じく独禁法の 3条に ｢事業者は､ 私的独占又は不当な取引制限をしては
ならない｣ とありますから､ 入札談合も価格カルテルも､ 独占禁止法に違反する行為とさ
れるわけです｡
5．法的措置（行政機関によるもの）
では､ このような違法行為を行なった事業者 (会社) に対して､ どのような法的措置が
取られるのかをみていきましょう｡
独占禁止法の運用に当たっては､ 公正取引委員会 (略称して公取) という機関が非常に
重要な役割を担っています｡ この組織は ｢委員会｣ という名称になっていますが､ 行政機
関です｡ 公正取引委員会は､ 違法行為について調査する能力と権限を持っていまして､ い
ろいろ証拠を集めたりします｡ 公取自身は日頃から情報を集めていますから､ ｢どうもあ
の業者は談合をやっていそうだ｣ と気付いて､ 自分で調べていくこともありますし､ また､
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一般の人から ｢あそこでは談合をやっている｣ という情報が寄せられることもあります｡
その他､ 後に申しますが課徴金減免制度というのもありまして､ いろいろなところから情
報が公取に入って来ます｡ それをきっかけとして､ 公取が調査を始めるわけです｡
調査をした結果､ 違法行為が行われていると認定した場合には､ 排除措置命令というの
を出します｡ 排除措置命令というのは､ 平たく言えば､ ｢その違法行為を止めなさい｣ と
いう命令です｡ これを事業者に対して出す｡ 独禁法違反の場合､ この排除措置命令だけと
いうこともあります｡ しかし､ 入札談合と価格カルテルは違法性が非常に強い行為であり
ますから､ 合わせて課徴金納付命令というのが出ます｡ さきほど､ 金融商品取引法のお話
の中にも課徴金のことが出てきましたが､ これは罰金とは違います｡ 罰金は刑事的な手続
きで科されるものですが､ 課徴金の方は行政上の手続きで課されるものです｡ もちろん､
違反者から一定の金額を取り上げるという点では同じなのですが､ 法的には罰金とは性質
が異なります｡
独占禁止法の場合､ 課徴金はどのように計算するのでしょうか｡ 入札談合と価格カルテ
ルとに絞ってお話を致します｡ 違法行為をした期間の売り上げの10％が課徴金として課さ
れます｡ 例えばガソリンの価格カルテルの場合､ 価格の引き上げをやった期間に販売した
ガソリンの売り上げの全体に10％を掛ける､ つまり売り上げの10分の 1を取ることになり
ます｡ カルテルに参加した会社の中で､ それぞれに売り上げは違いますから､ それぞれの
会社の売り上げに10％を掛けて計算します｡ 入札談合でしたら､ その入札談合をやってい
た期間に受注した工事の金額の10％が課徴金の額です｡ 入札談合の場合には､ それに参加
している事業者は沢山いて､ 全部の事業者に回らないうちに公取に摘発されたということ
もあります｡ そうなると､ 入札談合に関わっていたけれども売り上げが無いということも
あるのですが､ 売り上げが無い場合には､ 課徴金は課されません｡
先ほどの金融商品取引法についても､ 課徴金は不当に得た利得の吐き出しだというお話
がありましたが､ 独占禁止法における課徴金も､ 当初はそのような説明をしていました｡
しかし､ 次第に違法行為の抑止という側面が強調されるようになってきております｡ 違法
に稼いだ分を取り上げるというだけの単純な制度ではありません｡ 独占禁止法の最初の規
定では､ 入札談合も価格カルテルも排除措置命令だけでした｡ しかし､ それではなかなか
違反行為がなくならない｡ なぜか｡ 排除措置命令だけですと､ 違法行為をやって利益を上
げておいて､ 公取から ｢やめなさい｣ と排除措置命令を受けた時に止めればいい､ 違法行
為をやった方が得だということになりかねない｡ それが､ 違法行為がなくならない原因の
第一回『会社と社会』
―35―
一つではないか｡ 違法行為をやった場合には金銭的な不利益を受けるようにしないと､ 違
法行為を抑止出来ないのではないか､ という観点から､ 課徴金制度が導入されました｡
課徴金の額は､ 今より低く､ 売り上げの 6％に抑えられていた時代もありましたが､ そ
れが現在では10％に引き上げられました｡ それでもなかなか違法行為がなくならないもの
ですから､ それに更に抑止効果を高めるために様々な制度を付け加えていきました｡ それ
を少し紹介致します｡
｢課徴金の軽減と加算｣､ つまり､ 色々な条件によって､ 課徴金の額を上げたり下げた
りする制度です｡ 一つは､ 公正取引委員会が調査を開始する 1か月前までに違法行為を止
めている場合には､ 課徴金の算定率を10％から 8％に下げる｡ 事業者には公取がいつ調査
を始めるか分からないのですが､ 出来るだけ早くに止めておけば課徴金額が減らされる｡
仮に違反行為をやったとしても､ 出来るだけ早くそれを止めるように動機付けるための制
度です｡ 逆に､ 10年以内に課徴金納付命令を受けたことがある場合｡ 細かく言えばいろい
ろあるのですが､ 大雑把に言いますと､ 10年以内に課徴金納付命令を受けたということは､
過去10年以内に入札談合とか価格カルテルとかをやったことがあるということです｡ 10年
以内にそうした違法行為を繰り返したわけですから､ それに対しては課徴金の額を上げる｡
算定率10％のところを15％に上げる｡ このパーセンテージだけ見るとそれほど大きくない
ように思われるかも知れませんが､ 売り上げが大きい時には､ この 5％がかなり大きな差
になることがあります｡ これはもちろん､ 違法行為が繰り返されるのを防ごうという意図
です｡ それからもう 1つ､ 違法行為で主導的な役割を果たした場合｡ 入札談合でも価格カ
ルテルでも､ 多くの場合､ それを引っ張る会社があるわけです｡ 中心になってそういう違
法行為を計画する会社がある｡ そういう主導的な役割を果たした場合には､ やはり課徴金
の算定率を 5％上げます｡ 例えば価格カルテルを計画して ｢一緒にやろう｣ と誘ったとい
うのは､ いうまでもなく ｢主導的役割｣ ですが､ ここにいう ｢主導的役割｣ というのはそ
れだけにとどまりません｡ 入札談合ですと､ 10年､ 20年に及ぶ長い期間のものもあるので
すが､ そうした談合で幹事会社が決まっている場合があります｡ そしてその幹事になる会
社が毎年変わる｡ つまり中心になる会社が変わるのです｡ その幹事になる会社が ｢主導的
役割｣ を担ったと見なされます｡ 長い期間続いた談合であれば､ ｢主導的役割｣ の会社が
いくつも出てくることもあります｡ そうした場合も全て､ 課徴金の算定率を10％から15％
に引き上げます｡ ｢主導的役割｣ を果たした会社に対する課徴金を高くすることによって､
違法行為を引っ張るような行為をなくそうという意図によるものです｡
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6．課徴金減免制度
これと似たような制度ですが､ 課徴金減免制度というのがあります｡ これも当初はなく
て､ 後になって導入されました｡ これまでに説明してきた ｢課徴金の軽減と加算｣ よりも
更に､ 違法行為を抑止する効果があるのではないかと期待されています｡
課徴金減免制度とは､ 簡単に言いますと､ 違法行為をした事業者自身が公取に ｢違反行
為をやりました｣ と申告した場合､ 課徴金を減額してもらえるというものです｡ 入札談合
にせよ価格カルテルにせよ､ 複数の会社でやりますが､ そうした中で他の会社をいわば
｢裏切って｣､ いわば ｢抜け駆け｣ して､ 公取に ｢違反行為をやりました｣ と申し出ると､
申し出た会社だけが助かる､ 或いは課徴金を軽くしてもらえる｡ そういう制度です｡ 入札
談合でも価格カルテルでも､ やる側も違法行為だと分かっていてやりますから､ 出来るだ
け証拠を残さないようにする｡ 証拠があっても､ それを隠すようにします｡ 従って､ 公取
が違反行為を発見すること､ 情報を集めたり証拠を揃えたりすることは非常に難しい｡ こ
の減免制度で､ 違反者自身が公取の方に来てくれれば､ 彼らが持っている証拠を入手でき
ますから､ 違法行為の調査もし易くなります｡ また､ 例えば価格カルテルを結んだとして
も､ いつ誰が公取に駆け込むか分からないということになれば､ その違法行為自体を抑止
する効果もあります｡ そういう効果をねらって､ この減免制度が作られました｡ アメリカ
とかヨーロッパとかで似たような制度が設けられて効果を上げていたので､ 日本でも導入
した､ ということです｡
もう少し具体的みていきます｡ まず当然､ これが適用されるのは､ 違反行為があると公
取が気付く前でなければなりません｡ 公取が調査を始める前であることが必要です｡ それ
で､ 第一番目に ｢違法行為をしました｡ どこそこで入札談合に参加しています｡｣ といっ
たことを申し出た場合には､ 課徴金が全額免除になる｡ 第一番目は非常に大きいですね｡
第二番目の事業者は50％の減額､ 第三番目は30％の減額｡ 第四番目と五番目も30％の減額
になるのですが､ これに更に､ ｢まだ公取が知らない情報を提供しなければならない｣ と
いう条件が付きます｡ 言うまでもなく､ 減免申請をした事業者は公取の調査に協力しなく
てはなりません｡ 情報や証拠を公取に出さなくてはなりません｡ 公取は第三番目の事業者
辺りまでで既にかなり情報を集めていますから､ 第四番目､ 五番目の事業者には､ 公取が
まだ知らない情報の提供が求められるわけです｡ 小さい会社であれば､ 会社ぐるみで談合
に関わっていることもありましょうが､ 大きな会社ですと事業部門が幾つもあって､ その
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うちの 1つの事業部門の担当者は談合に参加しているのだけれども､ 会社の役員は知らな
いという場合もあります｡ そういう場合､ 役員は､ 談合があった事実を知ったならば､ 社
内調査を行って､ 出来るだけ早い段階で減免申請をしなくてはなりません｡
なお､ この減免制度の適用は､ 基本的には公取が調査を始める前なのですけれども､ 公
取が調査を開始した後でも､ 減免の申請が認められる場合があります｡ 調査前申請者が 5
社に満たない場合 これ以外にもいろいろ条件があるのですが ､ 何社か認められる
ことがあります｡ これは､ 調査開始後でも､ 違法行為の調査に有用な情報を持ってくる事
業者もある､ という理由によります｡
この減免制度が導入されてから､ 特に大手の会社などで､ これを使って減免を公取に求
めてくるケースが増えています｡ 入札談合や価格カルテルの摘発にはかなり効果を上げて
いるといえましょう｡
7．法的措置（刑事罰）
独占禁止法違反に関しては刑事罰もあります｡ 公正取引委員会は刑事罰を科すことが出
来ませんので､ 刑事罰の場合､ 検察官が裁判所に起訴して､ そこで審理されることになり
ます｡ 独占禁止法に違反する行為は公正取引委員会が検事総長に告発して検察官が起訴す
るということです｡ 公取でももちろんある程度調査をして証拠集めをするのですが､ 検察
でもそれに加えて調査をしたうえで起訴をします｡ 入札談合とか価格カルテルの場合､ 自
然人 法人に対して､ 生身の人間のことを法律では自然人といいます が実際に談合
したりするわけです｡ 大きな会社ですと､ 部長級とか課長級の人が入札談合に参加してい
たりします｡ そういう自然人の場合には､ 5 年以下の懲役又は500万円以下の罰金が科さ
れる｡ 会社 これが法人になります に対しては 5億円以下の罰金｡ 自然人に対する
条文は89条､ 法人に対する条文は別に95条にありまして､ 会社の方も罰金刑を受けます｡
最近の例としては､ 北陸新幹線の融雪設備をめぐる入札談合事件がありました｡ これに対
しては刑事罰か科されまして､ 1 億6000万円の罰金を科された会社もありました｡ やはり
主導的な役割を果たした会社には高い罰金が科されています｡ 従業者については､ 各会社
の名前が公表されておりませんが､ 懲役 1年 2か月とか 6か月とか､ ただし全て執行猶予
が付いております｡ 独占禁止法違反の場合､ 大体､ 懲役になっても執行猶予が付きます｡
金融商品取引法では､ 罰金と課徴金が同時に科された場合､ 課徴金の方が取り消される
というお話がありましたが､ 独占禁止法はそうではなくて､ 罰金額の 2分の 1に当たる金
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額を課徴金から引くことになります｡
入札談合とか価格カルテルとか､ 事件はいろいろありますが､ 公取が告発する事件とい
うのは､ ごく僅かです｡ 特に違法性が強いものだけしか告発しません｡
8．損害賠償訴訟
それから損害賠償についてです｡ 独占禁止法25条という条文があり､ また民法709条と
いう条文もあり､ そのどちらからもいけるのですが､ 独占禁止法違反行為によって損害を
受けた人 それは､ 入札談合だと入札を行った公的機関だったり､ 消費財について価格
カルテルが行なわれれば消費者だったりします が､ 独占禁止法違反を行なった会社に
対して損害賠償を請求します｡ これも数が少ないのが実情です｡ というのも､ 独占禁止法
の場合､ 訴えた側 (損害を被った側) が､ 相手方が独占禁止法違反をしたということを立
証しなくてはいけない｡ しかしその立証が非常に難しい｡ 公正取引委員会のように多くの
証拠を集めるのが難しいということもあって､ 余りこれは使われていません｡
9．おわりに
独占禁止法違反をした会社に対する法的な措置というのは､ 大略以上のようになります｡
基本的には公正取引委員会が行なう排除措置命令と課徴金納付命令ということになります｡
課徴金納付命令の場合は､ 一定の条件を満たせば必ずその納付命令を出さなければならず､
公正取引委員会の側に裁量の余地はありませんが､ ともかく､ この 2つが独占禁止法違反
に対する法的措置の大きな柱であるといってよいと思います｡
以上で私の報告を終わりとしまして､ この後､ 萬澤先生との対談というかたちで､ 金融
商品取引法と独占禁止法とで､ 法的措置がどのように違っているのか議論をしまして､ そ
れからフロアの皆さんからもご意見､ ご質問を頂くことにしたいと思います｡
私のお話は､ とりあえずこれで終わりに致します｡ 有難うございました｡
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